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る柔軟性向上を実現する、新しい信号制御システム（ネット
ワーク信号制御システム：以下、NW信号）の開発に取り
組んできた。NW信号の開発では、信号設備の制御を電
圧制御から光ネットワークを活用した情報制御とすることで、
ケーブル削減、施工性向上、試験の簡素化などを実現し
てきた。
一方、信号設備の制御内容を決定する論理制御装置は、
連動装置、ATS-Pなど機能別に存在しており、複雑なシス
テム構成となっている。このことが、工事設計、施工、保守
の煩雑化、稼働率の低下の一因となっている。
そこで、信号システム全体の信頼性、施工性、改修に対
する柔軟性などの向上を図るために駅構内の信号システムを
構成する論理制御装置を統合して各信号システムの論理制御

近年直通運転の拡大や列車運転本数の増加などの輸送
改善へのニーズが高まっている。このような輸送改善のニー
ズへの対応には信号システムの改良が発生する。また一方
で、多くの連動装置が更新時期を迎えており今後数年間で
多くの連動装置を取り替えていかなくてはならない。しかしな
がら、信号システムは高い安全性、信頼性を確保するという
観点に主眼を置き設計されているため、施工や改良が行い
やすいシステムとはなっていない現状である。
信号工事の施工性向上、すなわち工期短縮と品質向上

の両立を目的として、現場信号機器制御の情報化・ネットワー
ク化によって、システム構造の簡素化、および変更に対す
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ネットワーク信号制御システムの開発では、信号設備の制御を電圧制御から光ネットワークを活用した情報制御とすることで、ケー
ブル削減、施工性向上、試験の簡素化を実現した。一方で、信号設備を制御する論理装置は、連動装置、ATS-Pなど、機能
別に存在し複雑なシステム構成となっており、このことが工事設計、施工、保守の煩雑化、稼働率低下の一因となっている。
そこで、信号設備を制御する論理装置を統合し、信号システム全体の信頼性、施工性、改修に対する柔軟性などの向上を図

ることを目的として、駅構内論理装置の開発・試作を行った。信号機器室に設置される各論理装置を統合化した装置を開発すると
ともに、開発システムを既設連動駅に仮設し、制御論理および制御タイミングなど実用化に向けた検証を行った。さらに、実用シス
テムを開発するにあたり、実運用上の課題の明確化と解決手法の検討を行った。
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表1　信号制御システムの課題と解決方向性



20 JR EAST Technical Review-No.36

Special edition paper

を1台の装置で実現する駅構内論理装置の開発に取組んでい
る。本稿では駅構内論理装置の開発についてこれまでの開発
状況と、今後実用化に向けての開発方針について述べる。

駅構内論理装置の開発コンセプト2.
2.1　信号制御システムの課題と解決方向性

現状の信号制御システムが抱えている課題について分析を
行い、解決すべき大きな課題を6種取り上げ、これらの課題に
ついて具体的な事例と課題解決の方向性を検討した（表1）。
表1の課題№1ついてはNW信号の開発により解決済みで

あるが、№2から6については依然、課題として残っている。
中でも、№2については複雑なシステム構成とインタフェースに
起因する輸送障害が発生していること、№3については設計
の正当性チェックを人間の注意力に頼ることにより負担・手戻
りが増大していることから、特に重大な課題であると考えた。
そこで、「各種論理制御装置の統合化によるトータルシス

テムとしての信頼性向上」、および「制御論理実現方式の
再構成による設計の簡素化」を主たるコンセプトとして定め、
駅構内論理装置（以下、構内LC）の開発を行った。

2.2　開発スケジュール

構内LCの開発スケジュールを図1に示す。構内LCは2007
年度より試作システムの開発に着手し、2008年度～2010年
度にモニターラン試験および制御論理の検証を実施した。
2010年度より実用化開発としての調査開発（実用化仕様検
討）を実施し2011年度より本格的に実用化開発をスタートす
る予定である。

開発の概要3.
構内LCの開発項目を以下に示す。

（1）トータルシステムとしての信頼性向上
従来機能別に設けられていた、論理制御装置を1組の高

信頼、かつ高性能なハードウェアに統合する（図2）。これに
より、従来信頼性を確保するうえでボトルネックとなっていた多
くの論理装置群とそれらの装置間インタフェースが削減され

る。また、あわせて多重系装置相互間の構成制御機能が簡
素化され、構成制御に関わる不都合を解消することができる。
また、論理制御装置の構成はフェールセーフ構成としたコ
ンピュータの並列2重系構成とすることで、多数決論理による
出力照合・構成制御を廃し、稼働率上のボトルネックとなる
各系共通部を減らすことで稼働率向上を図っている。

（2）設計量の軽減
連動、ATS、踏切など、従来別 に々構築されていた制御
論理を共通の基盤上で再構成し、データ改修、機能改修時
の影響範囲の局所化、明確化が可能なソフトウェア構造とす
る。また、実用化に向けて必要なデータを作成するための設
計支援ツールを作成し、制御論理データを一元的に管理し
設計にかかる労力の低減を図る。
（3）現地機能試験の簡素化
制御論理を1箇所に統合することで、従来現地で行ってい

た異なる信号装置間の接続試験などを工場内でツールを用
いて行うことで現地試験の簡素化を図る。
（4）工事費全体のコストダウン
論理装置の統合や2重系並列構成化によるハードウェア点
数の削減、データの一元化とツールによる制御データの作成、
現地試験の工場内試験化などにより、トータルシステムでのコ
ストダウンをめざす。

3.1　駅構内論理装置の開発

3.1.1　システム構成

構内論理装置の主としてハードウェアおよび制御論理の検
証を行うためシステムの1次開発を行なった。システムのNW
信号システムの周辺装置を含めた全体構成を図3に示す。本
システムは、大きく構内LC論理装置ブロック、構内LC小形
制御端末ブロック、統合化監視制御系ブロック、他システム
IFブロックの4つのブロックに分けられる（図3）。各ブロック間
の接続IF、および各ブロック内の装置間の接続IFはすべて
イーサネットIF（IP接続）に統一している。それぞれのブロッ
クは異なるネットワークセグメントを割り当てることにより、ブロッ

図2　論理制御装置の統合化

図1　構内LCの開発スケジュール
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非効率的である、そこで、各処理共有の制御データについ
ては、システム内に共通で保持し各処理は共有データの情
報を読み書きすることで機能間の制御情報のやり取りを行う
構造を採用した。（図4）これにより各機能で重複して同じデー
タを持つ必要が無くなり、重複処理を排除することが可能とな
る。また、論理間の情報のやり取りは共有データを介する形
で一元化することができるため、従来のシステムのように装置
ごとにIF仕様を決め、駅ごとに情報のbit割を決めていく必要
がない。
論理装置の統合と共有データの採用により機能間で共有

しているデータを一意的に見ることが可能となり、どの論理処
理からも同一の情報を同じ方法で得ることが可能となる。

3.1.3　システムの信頼性

従来のNW信号と構内LCの信頼性ブロック図を図5に示
す。従来のNW信号は、既存の電子連動装置（301型）を
用いて、できるだけ新規開発を少なくしたため、直列システ
ムの構成となっている。それに対して、構内LCは、装置を
統合して機器室論理部（FCP）とその上位の連動論理部
（FX）の処理を構内LCによって行う構成としている。構内
LCでは、301型電子連動装置+ネットワーク信号制御システ
ムに対して、故障率を約5分の1に低下することができることが
わかった。これは、信号情報制御ネットワーク（S-LAN）と
現場機器制御論理部（ACP）がなくなったことにより、部品
点数が削減された効果である。

ク間で不要なデータが授受されないようコントロールしている。
各ブロックの構成を以下に示す。
（1）構内LC論理装置ブロック
構内論理装置の固定系（並列、2重系）で構成され、

駅構内の制御論理を一括して処理する。
（2）構内LC小形制御端末ブロック
LC-FC間の制御/表示電文、FC-統合化監視系間の監視
制御電文を伝送するPONネットワーク、および信号機構に内
蔵されLCの制御電文にもとづき現場信号機器の制御を行う
FCから構成される。
（3）統合化監視制御系ブロック
本システム、および今までに開発された構内NW信号、駅

中間NW信号の遠隔監視・保守機能を統合した遠隔監視制
御システムである。システムなどの動作状態を蓄積する遠隔
監視サーバ、システム機器への遠隔保守要求を処理する遠
隔制御サーバ、マンマシンIFである遠隔監視制御端末から
構成される。
（4）他システムIFブロック
従来の信号装置へのIFを担当するブロックで駅中間NW
信号あるいは隣接構内LCとの軌道回路装置やNW信号でな
い駅中間信号装置との接続を相手装置に応じてリレーや
RS-485あるいはイーサネットで行う。イーサネット以外で接続
する装置についてはIFを変換する装置を開発してそれを介し
て接続を行うことで構内LC本体との入出力はイーサネットに
統一する。

3.1.2　制御データベースによるデータの共有化

従来の信号機器では制御に必要な情報を装置間の通信
でやり取りしていた。そのため各装置で制御に必要な情報を
保持しており、同じデータを複数の論理装置で持っている。
構内LCでは論理装置を1台の装置に集約しているため、

各制御論理で、制御に用いる情報を個別に保有することは

図4　共有データを用いたデータ構造

図3　構内LCと周辺装置のシステム構成
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駅構内論理装置の試作・評価4.
3章で開発した駅構内論理装置について試作および評価

を行った。信頼性、モニターランおよびシミュレーターを用い
て行った制御論理についての評価を述べる。

4.1　モニターランによる制御論理の検証

既存の連動装置と試作した構内LCの制御出力およびタイ
ミングを比較することで、今回開発した制御論理の妥当性を
検証するためのモニターラン試験を行うこととした。

4.1.1　モニターラン試験による検証方法

篠ノ井線南松本駅、および東北本線岩沼駅においてモニ
ターラン試験を実施した。モニターラン試験の制御比較対象
設備を表2に示す。
構内LCで進路設定・信号制御を行うためには、継電連

動装置の進路設定条件、列車在線情報を構内LC側へ伝
達する必要がある。また、継電連動装置と構内LCの制御タ
イミングを比較するためには、継電連動側の信号機、踏切、
ATSなどの制御結果を取得する必要がある。今回のモニター
ラン試験では、これらの条件をリレー接点（接点に余裕のな
い箇所は電流センサ）により取得している。

モニターラン試験による検証は、構内LCで開発した制御
論理による結果と継電連動装置の制御結果をそれぞれ比較
装置に取り込み、制御出力が変化した時刻を比較することで
実現している（図6、図7）。

4.1.2　モニターラン試験の評価

モニターラン試験は2008年6月より継続して実施している。
試験開始当初は不具合などの発生もあったが、対策後は構
内LCの制御論理に起因する新たな不具合は発生しなかっ
た。モニターラン試験の評価期間については、連動・ATS
制御・踏切制御機能を導入後とし、南松本では2009年6月
27日から2009年9月9日まで、岩沼では2009年12月4日から
2010年1月31日までとした。この期間における設備の総変化
数と不一致発生回数を表3に示す。

表3　不一致事象の発生状況

図7　モニターランシステムの構成機器

図6　モニターラン試験の概念

図5　信頼性ブロック図

表2　モニターラン試験の制御比較対象設備
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不一致事象については発生原因を調査し、構内LCの機
能仕様見直しの必要性について検討し評価を行った。不一
致事象の内容と評価を表4に示す。
今回発生した不一致に関して、構内LCの機能仕様の見

直しを必要とする事象は発生しておらず、継電連動との仕様
の相違についても、構内LCの動きとして妥当であると考える。

4.2　シミュレーションによる制御論理の検証

モニターランによる評価検証では、南松本駅と岩沼駅に存
在しない運用については、妥当性が十分に検証されておら
ず、さらに過去の汎用電子連動装置導入の際には、開発当
初に想定しなかった運用などに対応させるため機能改修を
行った事例もある。そこで、構内LCをさまざまな駅へ展開し
たときの課題の有無を、テストケースにより検証した。

4.2.1　制御論理検証の進め方

構内LCの制御論理検証の流れは以下のとおりである。最
初に検証の対象となるテストケースの抽出を行い、これをもと
に机上検証を行い、実用化に向けた制御論理の課題の有
無の判断を行う。列車走行や時素などの動的検証を行わな
いと判断できないケースについては、横須賀線逗子駅と東北
本線小金井駅をモデル駅として、実機シミュレーターを使用し
た工場内システムで検証を行った。

4.2.2　テストケースの抽出

（1）連動機能
連動図表の記載方を基にして、鎖錠欄、信号制御欄、
進路区分鎖錠欄などの記載についてテストケースを抽出し、
今回の構内LCの機能仕様で対応可能か検証を行った。そ
のほか、過去に汎用電子連動を導入するにあたり、開発当
初の機能仕様では対応できず、機能改修を行った事例につ
いても検証を行った。
（2）踏切制御機能
踏切制御図表の記載方を基にして、警報条件、終止条
件などの記載について考えられるテストケースを抽出し、検証
を行った。そのほか、過去の踏切無しゃ断事故事例、踏切
無しゃ断対策、代用てこ取扱、追跡異常時の踏切制御につ
いて構内電子踏切との比較検証を行った。
（3）ATS制御機能
ATS-S、ATS-P装置について、これまでに301形電子連
動装置を導入した全駅のATS-S制御表、ATS-P制御表の
記載からテストケースを抽出した。ATS-Pについては、過去
に設計ミスなどにより輸送障害を発生させた事例についても
検証を行った。
（4）諸設備制御機能
他駅制御点、自動放送、列車接近掲示器、後部開通表
示灯、TC型列車接近警報装置を対象とし、ATSと同様、
301形電子連動装置を導入した駅の諸設備制御表からテスト
ケースを抽出し、検証を行った。

4.2.3　シミュレーション検証結果と評価

検証の結果として、構内LCの制御方式に起因する課題
が数件抽出されたが、何れも対策の目途がたっており、構内
LCの制御論理については、現在の仕様で実用システムを開
発することに問題はないと考える。

4.3　コストの評価

構内LCのハード費用について、30進路の駅を例として303
形電子連動と比較する。303形電子連動はFxR、FCP,ACP
といった複数のFSコンピュータで構成されているが、構内LC
ではこれらを一組のFSコンピュータに統合したことから、連動
装置本体のコストダウンを図ることが可能となる。さらには、
ATS-P機能を統合したことにより、機器室内に設置する機器
全体のコストで約1割のコスト削減となる。ただし、施工を含
めた工事費は、支障移転の有無や夜間作業間合といった外
的要因に左右されるため、具体的な箇所別の評価が必要と
なる。

表4　不一致事象の評価
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実用化に向けての課題と解決策5.
試作した構内論理装置の制御論理について、従来システ

ムと動作比較の結果、概ね同じ動作することが確認された。
また、稼働率の向上、コストダウンについても一定の効果が
見込めることから駅構内論理装置の実用化に向けた開発に
着手することとし、実運用の際に想定される課題とその解決
方法について検討を行った。ここでは、その検討内容を紹
介する。

5.1　機能ごとの処理分割とデータ構造

構内論理装置では連動機能、ATS機能、踏切制御機能、
諸設備制御機能を一つの論理装置に統合している。一つの
装置に機能を統合するための論理については、これまでに
述べたように、モニターラン・実用化検証により基本的に問
題は無いことを確認した。また、装置統合によりハードウェア
点数の削減による信頼性の向上やコストダウンが図れることを
確認した。
しかし一方で、一つの装置に複数の論理機能を統合した
ことにより、保守を行う際や不具合が発生した際の影響範囲
が大きくなってしまうことが想定された。特に、連動装置が停
止してしまうと、線路閉鎖などの保守作業の設定に支障が生
じるため、他の保守作業が出来ない。従来より連動装置の
改修と他の保守作業との競合の調整に苦慮している状況で
あり、連動機能が停止することを極力防止する必要がある。
そこで、ソフトウェア構造の見直しと、現地ソフトウェア改
修機能の見直しを検討した。

5.1.1　改修・不具合時の影響範囲

保安装置のソフトウェアは安全性を最重要視する観点から
あらかじめ決められた処理順序で動作するように作成されて
おり、一つの論理装置上で動作するプログラムはすべて一つ
にまとめたシングルスレッドを基本としている。試作した構内論
理装置のソフトはシングルスレッドで作成しており、連動、
ATS、踏切、諸設備の各機能およびこれらの機能の制御デー
タが一つのプログラムとして構成されている。
しかし、構内論理装置のソフトウェアがシングルスレッドで
構成されていると以下のような不都合が生じると考えられる。
（1）ソフト改修時の影響範囲の拡大
ソフトが一つで構成されているため、部分的な改修であっ
ても全体を再構築しなくてはならない。また、全体を再構築
することに伴い確認試験範囲が拡大する。
（2）各機能の不具合が他の機能に波及する可能性の増大
シングルスレッドで構成した場合、各機能の独立性が無い

ため、他機能のデータを自由に読み書きすることができる。そ
のため、ソフトウェアに不具合が生じた場合に、他機能のデー
タや、場合によってはプログラムそのものを破壊してしまうこと
がソフトウェア構造上有り得る。
（3）軽微な改修作業時の影響範囲の拡大
例えばATS-Pの電文を変更するような場合、従来システム

であれば当該のATS-Pエンコーダーを停止し電文ROMを交
換すればよいため影響範囲は限定されるが、構内論理装置
の場合は装置全体の停止となりかねない。

5.1.2　機能単位の処理分割と独立性の確保

改修や不具合の影響範囲を当該機能に限定するために
は、機能ごとの独立性を高めることが必要であるため、構内
論理装置の実用化開発においては、機能ごとに論理処理を
サブシステムとして分割したソフトウェア構造を採用することを
検討する。（図8）
サブシステム間の独立性を確保するため各サブシステムを

タスクとして生成し、サブシステム同士が直接互いにアクセス
できないようにする。
そのように保護しておくことで、万一ソフトウェアにバグがあっ

た場合やその他の不具合があって論理処理が不正動作した
場合でも、他の論理処理のプログラムやデータを改変するこ
とは出来ないため、他の機能に不具合が波及することを防止
できる。

また、試作システムで採用した共有データを進化させた制
御情報データベース（DB）を設け、サブシステム間のすべ
てのデータのやり取りは制御情報DBを介して行う構造を考案
した。制御情報DBには各論理サブシステム間で共有する
データのほか、各サブシステムの動作状態を記録する。この
ような構造とすることで、各論理サブシステムの独立性が高ま
り依存関係が排除されるため、改修を行う際に、改修内容
に応じてソフトウェア再構築や試験の範囲を限定することが
可能である。

図8　処理分割したソフトウェア構造
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通常マルチタスク構成とした場合、CPUの利用効率を向
上させるため、実行中のサブシステムが一時的に待ち状態
に入ると次の優先順位のサブシステムに処理が移る。しかし
ながら、保安ソフトウェアにおいては、安全性の確保の観点
から各処理があらかじめ定義された順序で動作することが求
められる。そこで、構内LCにおいては各論理処理サブシス
テムの管理はシステム管理サブシステムが一元的に行うことと
して、あらかじめ規定された順序で各サブシステムを起動す
るとともに、処理が待ちに入った場合でも別のタスクに制御が
移行しないよう監視を行う。

5.2　システムの保守性向上

論理処理を機能ごとにサブシステムに分割して、タスクとし
て構成することで、システムの保守性を向上させるためにサ
ブシステム単位に処理を停止（切離し）することが可能となる。
メンテナンスの際や異常時にシステム管理を介してサブシステ
ム単位で処理を切離すことができる。この際、システム管理
は各サブシステムの動作状態を制御情報DBに記録する。動
作中のサブシステムは制御情報DBを参照することで、サブシ
ステムの停止を検知することができる。（図9）

5.3　ソフトウェアの無停止改修の実現

信号保安装置においては、安全性確保の観点から、多
重系で構成された系間で制御情報や、ソフトのバージョン情
報の交換を行っており、これが違うと判断した場合制御を停
止するようになっている。このためソフトの改修を行う際は、
動作を継続したまま改修を行おうとすると不一致を検知してし
まうため、一旦システム停止して改修を行っている。しかし、
連動装置が停止すると先に述べたように影響が非常に大きい
ため、システム停止を伴わない改修について検討を行った。

5.3.1　LCメンテナンスモード

従来よりフェールセーフシステムに採用されている3重系の2 
out of 3構成の場合、複数系の出力の一致を監視することに
よりフェールセーフ性の担保を行っているため、各系のバージョ
ンの不一致は許されない。一方、構内LCで採用している
フェールセーフ構成のコンピューターによる2重系構成の場合、
フェールセーフの担保は片方の系のみで行えるため、一時的
にバージョンの不一致を許容する「LCメンテナンスモード」
を設け、これによる無瞬断でソフト改修を行う機能の実現を
検討した。
LCメンテナンスモードの定義は以下のとおりである。

（1）主系と従系のプログラムバージョン不一致を許容
（2）従系の上位装置・下位装置への制御出力を停止
（3）主系・従系の入替えを無瞬断で実行
（4）対系への制御を行わない
（5）自動系切替を禁止
（6）設定された保守作業は引継ぐ
（7） LCメンテナンスモードの解除は、主系と従系のプログラ

ムバージョンの一致、もしくは主系以外の系が存在しな
いことが条件

5.3.2　LCメンテナンスモードによる無停止改修

LCメンテナンスモードを用いたソフトウェア改修のフローを
図10に示す。

図10　ソフトウェア改修フロー

図9　システムの保守性向上
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まず①でLCメンテナンスモードを設定することで、主系の
みの制御出力となる。②で従系のソフト改修を行った後に③
で系切換を行うことで、旧従系からの制御出力となり、この
時点で新ソフトからの出力となる。系切換は無瞬断で行われ
るため、ソフトウェアの切換を無瞬断で行うことが可能となる。
但し設備データの割付が変更となる線形変更を伴う改修の
際は、データの引継ぎが出来ないため、従前どおりシステム
停止によって改修を行うこととなる。

5.4　設計支援ツールによる設計業務の軽減

構内LCでは改修に対する柔軟性の向上を目指している
が、現状の信号制御システムでは、改修時の影響範囲の特
定がしづらいため、改修工事で設計者が作成する各種制御
表作成には相応の労力を要する。さらに、これらの制御表
間の記載内容の整合性チェックも人間の注意力に頼っている
ため、設計の負担が増大している。
そこで、構内LCでは制御表に記載された項目間の関連を
機械的に抽出できるよう、設計支援ツールを作成し、これによ
り関連するデータの自動抽出を行うことで設計業務の軽減を
図る。
これまでに帳票類の一元管理を可能とする設計支援ツー
ルの開発を行ったが、実際の設計者の業務の支援につなが
るユーザーIFなどの開発は今後の課題である。

まとめ6.
信号システム全体の信頼性、施工性、改修に対する柔軟

性などの向上を図ることを目的として、駅構内論理装置の試
作機の開発を行った。開発した機能について、制御論理の
検証として南松本駅と岩沼駅で継電連動との制御結果を比
較対照するモニターラン試験、およびシミュレーターを用いた
検証試験、コストの検討を行い良好な結果が得られたため
実用化開発に着手した。
実用化にあたって保守性の向上など運用面の課題の明確

化を行い、実用機開発に向けその解決策の検討を行った。
今後は今回策定した方針に従い実際に実用機の開発に取
組んでいく。
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